
５　将来の世代に引き継ぐ
　共有の資産としての首都圏の創造

首都圏の将来像

１　我が国の活力創出に
資する自由な活動の場

の整備

４　安全、快適で
質の高い生活環境を
備えた地域の形成

２　個人主体の多様な
活動の展開を可能とする

社会の実現５　将来の世代に引き継ぐ
共有の資産としての

首都圏の創造
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道路、港湾、空港等の社会資本ストック量は、約50年の間に、
約50倍に達している。

社会資本整備における

維持管理・更新投資の増大（１）

【国土交通省が所管する社会資本ストック量の推移】

資料：「平成14年度国土交通白書」（国土交通省局）により国土交通省国土計画局作成
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社会資本整備における　　　　　　　　　　　　　　　

維持管理・更新投資の増大（２）

【性質別社会資本投資額の実績と予測】

社会資本への新規投資は厳しくなっていく。

資料：「平成14年度国土交通白書」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成
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５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造

３７
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首都圏における将来の公共投資総額に占める更新投資の
割合は、他の圏域に比べ高くなる。

社会資本整備における

維持管理・更新投資の増大（３）

【平成27年度の更新投資の割合】

資料：「社会資本ストック推計調査報告書」（内閣府）及び「国民経済計算年報」（同）
　　　により国土交通省国土計画局作成

５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造
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業務核都市における拠点性の向上
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【首都圏内全人口に占める割合】

業務核都市における人口の集積は進んでいる。

資料：「国勢調査」（総務省統計局）により国土交通省国土計画局作成
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５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造
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５　将来の世代に引き継ぐ
　共有の資産としての首都圏の創造

n 　社会の成熟、高齢化の進行。

n　様々なニーズに対応した社会資本整備を官民
一体で重点的に推進。

n　共有の資産としての首都圏の創造

n　分散型ネットワーク構造の実現

首都圏を取り巻く状況

首都圏における社会資本整備のあり方

施策の方針
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n 事業主体：国
n 種　　　別：その他飛行場
n 総事業費：約250億円
n 平成15年度事業費：５億円
n 平成15年度事業内容：
　　　共用飛行場化に係る整備
n 経緯・予定
平成８年12月

　第７次空港整備五箇年計画閣議決定
「百里飛行場の共用化について引き
続き関係者と調整を行うこととし、結
論を得た上で所要の整備を図る」

５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造

資料：茨城県
平成12年７月 　　　　
空港整備法施行令の一部改
正により、百里飛行場が共用
飛行場として指定される

百里飛行場
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新東京国際空港（成田空港）
n 事業主体：新東京国際空港公団
　　　　　　　　及び国
n 種　　　別：第一種空港
n 平成15年度事業費：1,078億円
n 平成15年度事業内容：
　　　基本施設整備
　　　第一旅客ターミナルビル改修等　
n 経緯・予定：
　昭和53年：開港
　平成４年：第二旅客ターミナル供用開始
　平成７年：第一旅客ターミナル改修着手
　平成14年：暫定平行滑走路供用開始
　平成18年：第一旅客ターミナル改修完了

資料：新東京国際空港公団

５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造
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東京国際空港（羽田空港）沖合展開事業

n 事業主体：国
n 種　　　別：第一種空港
n 総事業費：約14,800億円
　　　　　　　　　(用地取得費含む)
n 平成15年度事業費：約236億円
n 平成15年度事業内容：
　　　東旅客ターミナル等の整備
n 経緯・予定
　　昭和59年　工事着手
　　昭和63年　Ａ滑走路供用開始
　　平成５年　西ターミナル供用開始
　　平成９年　Ｃ滑走路供用開始
　　　

資料：国土交通省

５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造

平成12年　Ｂ滑走路供用開始　　
平成16年後半　東ターミナル　　　

　　　　　供用予定
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廃棄物海面処分場の整備（東京港）

n 事業主体：東京都

n 総事業費：約4,423億円

n 平成15年度の事業費：　　
　　　　　　　約44億円

n 面　　　積：480ha

n 外周延長：6.5km

n 経緯・予定

　　平成５年　着手

n 平成15年度事業内容：　　
廃棄物埋立護岸の整備 資料：東京都

５　将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造

Ｆブロック

Ｇブロック

凡例

　　　　外周護岸

　　　　中仕切護岸

Ａブロック

Ｂブロック

Ｅブロック

Ｄブロック

Ｃブロック

中央防波堤内側埋立地

中央防波堤外側廃棄物処理場
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